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介護保険に基づく算定方法による平均自立期間について，2005年の全国と都道府県の値を試
算するとともに，死亡率と要介護割合の改善に伴う変化および人口規模による推定精度を検討
した。
要介護は介護保険の要介護２～５と規定した。基礎資料には死亡率と要介護割合を，算定法

には の生命表法と 法を用いた。要介護割合は人口と介護給付費実態調査月報
（平成17年10月審査分）の要介護認定者数から求めた。対象集団の死亡率と要介護割合は2005
年の全国を基準ケースとし，その改善に伴う平均自立期間の変化を観察した。対象集団の性・
年齢階級別の人口構成，死亡率と要介護割合が2005年の全国と同じと仮定し，総人口の変化に
伴う平均自立期間の95％信頼区間の幅を観察した。
2005年の65歳の平均自立期間は，全国の男で16.7年（平均余命に占める割合が92％），女で

20.1年（87％）と試算され，また，都道府県の間で男女とも１歳以上の違いがみられた。対象
集団の死亡率と要介護割合が基準ケースの0.9倍と0.8倍に改善すると，男の65歳の平均自立期
間はそれぞれ約0.9年と約2.0年延び，平均要介護期間はほぼ不変であった。男の65歳における
平均自立期間の95％信頼区間の幅は，総人口が100万人では0.4年，15万人では1.0年であり，
さらに人口規模が小さくなると極端に広くなった。
平均自立期間の本算定方法は標準的なものと考えられた。その算定と算定結果の解釈に当

たって，死亡率と要介護割合の改善に伴う変化および人口規模による推定精度が参考になると
考えられた。

健康寿命，統計指標，保健統計，要介護，介護保険

Ⅰ

これまで，健康寿命に関して様々な議論が行
われている1)-3)。その中で，高齢者の平均自立
期間については複数の保健統計に基づく算定方
法が提案され，年次推移と地域分布が検討され
ている4)-6)。ここで，平均自立期間とは日常生
活が要介護でなく，自立して暮らせる生存期間
の平均を指す。一方，2000年４月の介護保険制

度の施行に伴って，介護保険に基づく健康寿命
の指標がいくつか提案されている7)-9)。
ここでは，平均自立期間の算定方法として，
介護保険に基づいて要介護２～５を要介護と規
定し，要介護認定者数を基礎資料とした。その
算定方法を用いて，2005年の全国と都道府県の
平均自立期間を試算するとともに，死亡率と要
介護割合の改善に伴う変化および人口規模によ
る推定精度を検討した。
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年齢
（歳）

平均余命
（年）

平均自立期間 平均要介護期間

（年） （％）1) （年） （％）1)

男

女

注 1) 平均余命に対する割合
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Ⅱ

平均自立期間の要介護は介護保険の要介護
２～５と規定した。基礎資料は性・年齢階級別
の死亡率と要介護割合を用い，年齢階級は65～
69歳，70～74，75～79，80～84，85歳以上とし
た。算定法は の生命表法と 法
を基礎とし，定常人口用と死亡率用の補正係数
を用いた3)10)-12)。これらの補正係数は対象集団
と同一年次の全国の死亡率と生命表から求める
こととした。平均自立期間と平均要介護期間
（平均余命から平均自立期間を除く期間）の推
定値と95％信頼区間を算定した。算定法の詳細
を付録に示す。

2005年の全国と都道府県の平均自立期間と平
均要介護期間を試算した。死亡率は2005年の国
勢調査人口と人口動態統計の死亡数から求め
た13)。要介護割合は同人口と介護給付費実態調
査月報（平成17年10月審査分）の要介護認定者
数から求めた14)。補正係数は2005年の全国の死
亡率と簡易生命表から求めた15)。
死亡率と要介護割合の改善に伴う平均自立期

間の変化を見積もった。2005年の全国の死亡率
と要介護割合を基準ケースとし，死亡率と要介
護割合がそれぞれ不変と0.9倍または0.8倍の場
合を組み合わせたケースを設定した。

人口規模による平均自立期間の推定精度を見
積もった。対象集団は性・年齢階級別の人口構
成，死亡率と要介護割合が2005年の全国と同じ
と仮定した。総人口が１～1000万人における平
均自立期間の95％信頼区間の幅を観察した。

Ⅲ

に2005年の全国における平均自立期間の
試算値を示す。男の65歳では，平均余命が18.1
年，平均自立期間が16.7年（平均余命に占める
割合が92％），平均要介護期間が1.4年（８％）
であった。女の65歳では，それぞれ23.2年，
20.1年（87％），3.0年（13％）であった。
に2005年の都道府県における65歳の平均自立期
間の試算値を示す。この値は男で15.4～17.3年，
女で19.3～20.9年であり，その範囲は１歳以上
であった。

に死亡率と要介護割合の改善に伴う平均
自立期間の変化を示す。男の65歳において，基
準ケース（死亡率と要介護割合が2005年の全国
値）に対して，ケース①（死亡率が0.9倍，要
介護割合が不変）では，平均余命が1.05倍，平
均自立期間が1.04倍，平均要介護期間が1.11倍
といずれも延びた。ケース②（死亡率が不変，
要介護割合が0.9倍）では，平均余命が不変，
平均要介護期間が短くなったものの，平均自立
期間はほとんど延びなかった。ケース③（死亡
率と要介護割合がともに0.9倍）では，平均余
命と平均自立期間がともに約0.9年延び，一方，
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ケース
死亡率
の比1)

要介護
割合の
比1)

65歳平均余命 65歳平均
自立期間

65歳平均
要介護期間

（年） 比2) （年） 比2) （年） 比2)

男 基準
①
②
③
④
⑤
⑥

女 基準
①
②
③
④
⑤
⑥

注 1) 2005年の全国値（性・年齢階級別）に対する比
2) 基準ケースに対する比

注 1) 設定条件：人口構成，死亡率，要介護割合は2005年の全国
値と仮定する。平均自立期間は男の65歳の値とする。
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平均要介護期間はほぼ不変であった。ケー
ス⑥（死亡率と要介護割合がともに0.8倍）
では，平均余命と平均自立期間が約2.0年
延び，平均要介護期間がほぼ不変であった。
女では男とほぼ同様の傾向であった。

に人口規模による平均自立期間の推
定精度を示す。総人口（男女の０歳以上）
が100万人の対象集団では，男の65歳にお
ける平均自立期間の95％信頼区間は16.5～
16.9年であり，その幅は0.4年であった。
総人口が15万人では，95％信頼区間の幅は
1.0年とかなり広く，さらに人口規模が小
さくなると，信頼区間の幅は極端に広く
なった。

Ⅳ

まず，平均自立期間の算定方法を考察する。
ここでは介護保険を基礎とした。この理由には，
介護保険の要介護認定が全国で統一の基準で実
施されていること，そのデータが全国で等しく
入手可能であることが挙げられる7)-9)。要介護
は要介護２～５と規定した。介護保険では介護
予防が推進されつつあることを考慮すると，要
介護の規定に，介護予防の対象となる要支援１
と２および生活機能レベルが要支援２と同程度
の要介護１を含めないことが容易に理解されよ
う6)16)。本規定には議論の余地があるものの，
一定の妥当性があるといえる。基礎資料には死
亡率と要介護割合を用いたが，後述のとおり，
算定法に 法を基礎としたためであ
る3)11)。要介護割合は介護保険の第１号被保険
者数に対する要介護認定者数の割合で求められ
る。ここでは，第１号被保険者数を人口で代用
したが，平均自立期間の算定値にはほとんど影
響しないと考えられる。
算定法は標準的な の生命表法と

法を基礎とし，定常人口用と死亡率
用の補正係数を用いた。いずれの補正係数もよ
り安定した平均自立期間を得るためである。定
常人口用の補正係数は生命表の生存曲線の形状
に関するものであり， の生命表法の補

正係数“ａ”として簡略生命表で広く使用され
ている10)12)17)。死亡率用の補正係数は，補正係
数“ａ”が適用できない最終年齢階級（85歳以
上など）の補正法としてよく知られているもの
である12)18)。ここでは，定常人口用の補正係数
とともに，死亡率用の補正係数をすべての年齢
階級に適用することによって，対象集団の死亡
率が全国のそれと同じとき，対象集団の生命表
が全国の基礎資料のそれに一致するようにした。
また，平均自立期間の区間推定では，分散の推
定量を用いて，正規近似により近似的な95％信
頼区間を求める方法を採用した2)10)。これも，
すでに提案されている標準的な方法である。以
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上のように，ここで提示した介護保険に基づく
平均自立期間の算定方法は，標準的なものと考
えられる。
次に，平均自立期間の検討結果を考察する。

この算定方法を用いて，2005年の全国と都道府
県の平均自立期間を試算した。基礎資料の要介
護認定者数は介護給付費実態調査月報（平成17
年10月審査分）から得た14)。これは，審査月の
前月（サービス提供月）中に受給者台帳に登録
されている者を指し，また，概数（100人単
位）であることから，平均自立期間が試算値で
あることに注意を要する。65歳の平均自立期間
の試算値をみると，男で16.7年（平均余命に占
める割合が92％），女で20.1年（87％）であり，
また，都道府県の間で男女とも１歳以上の違い
がみられた。先行研究とは算定方法が異なるこ
とから厳密に比較できないものの，1995年（10
年前）の平均自立期間は男で15.1年（90％）と
女で18.4年（87％）と報告されている4)5)。本
研究ではそれより男女とも１年以上長いが，平
均余命に占める割合は大差なかった。今後，平
均自立期間の年次推移と地域分布を評価すると
ともに，その関連要因を検討することが重要で
あろう6)19)。
死亡率と要介護割合の改善による平均自立期

間の変化を観察した。対象集団の死亡率と要介
護割合ともに0.9倍と0.8倍に改善すると，男の
65歳の平均自立期間はそれぞれ約0.9年と約2.0
年延び，平均要介護期間はほぼ不変であった。
これは，一定の仮定の下での結果であるが，平
均自立期間と平均要介護期間の算定結果の解釈
に当たって参考になると考えられる。また，人
口規模による平均自立期間の推定精度を観察し
た。男の65歳における平均自立期間の95％信頼
区間の幅は，総人口が100万人では0.4年と狭い
が，15万人では1.0年とかなり広く，さらに人
口規模が小さくなると極端に広くなった。一般
に，信頼区間の幅が広い場合，その幅の広さを
十分に考慮して，推定値を慎重に解釈する必要
がある。また，信頼区間の幅が極端に広い場合，
その目的にもよるが，推定自体を避けた方がよ
いかもしれない。

最後に，平均自立期間の算定と算定結果の解
釈上の留意点を議論する。平均自立期間の算定
結果の解釈に当たっては，様々なことを考慮す
る必要がある。たとえば，ここでの要介護は介
護保険の要介護２～５である。介護保険の申請
状況や要介護度の判定方法は算定結果に強く影
響し，また，基礎資料の正確性や精度なども関
係する。さらに，平均自立期間が直接に観察さ
れたものでなく，一定の仮定（現状の死亡率と
要介護割合に従って，将来の自立・要介護・死
亡への移行が生ずるなど）の下で算定されたも
のである2)3)。したがって，平均自立期間を絶
対的な値として厳密に解釈せず，むしろ，相対
的にみる方が現実的かもしれない。相対的な見
方としては，たとえば，対象集団での年次間
（都道府県での2005年と2010年など）の比較で
ある。平均自立期間を相対的な比較に使用する
場合，算定法とともに，基礎資料の比較性を確
保することが重要である。人口や第１号被保険
者数の元資料の種類，要介護認定者数の時点な
どである14)。また，その比較性が必ずしも十分
でないとき，その点を考慮しつつ，算定結果を
慎重に解釈することが大切である。今後，介護
保険に基づく平均自立期間はさらに議論が進め
られ，より広い適用につながることが期待され
る。

本研究は，平成19年度厚生労働科学研究費補
助金（循環器疾患等生活習慣病対策総合研究事
業）による「健康寿命の地域指標算定の標準化
に関する研究」の一環として実施した。

平均自立期間の算定法の詳細を に示す。
①生命表の計算の準備で，死亡率，要介護割合，
定常人口用と死亡率用の補正係数を計算す
る10)12)。②生命表の計算で， の生命表
法を用いる3)10)。③平均自立期間の計算の準備
で，死亡率，要介護割合と平均自立期間の分散
推定量を与える2)10)。④平均自立期間の計算で，

法による平均自立期間の推定値と近
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記号 ：年齢（ここでは，65，70，75，80，85歳のいずれか）

：最終年齢（ここでは， ＝85歳）

：年齢階級の幅（ここでは， ＜ のとき， ＝５， ＝∞）

， ，π， ： ～（ ＋ ）歳未満の観察された死亡数，補正された死亡率，要介護割合，

要介護割合の分母（第１号被保険者数または人口）

， ， ： ～（ ＋ ）歳未満の死亡確率，定常人口，定常人口用の補正係数

，ξ ： 歳の生存数，平均自立期間

｛・｝：分散の推定量

①生命表の計算の準備

人口， ， ，π（または要介護者数），全国の死亡率と生命表が得られている。

の補正された死亡率を，（ ／人口）／（死亡率用の補正係数）で求める。

死亡率用の補正係数は，全国の死亡率における観察値／理論値で求める。

全国の死亡率の理論値は，全国の生命表の生存数と定常人口から求める。

の定常人口用の補正係数（ ＜ ）を，全国の生存数から死亡確率を求め，それらと定常人

口から求める（式１を参照）。 ＝１とする。

②生命表の計算

を と から下式で求める。

＝ ・
１＋ ・（１－ ）・ （ ＜ のとき）， ＝１

65＝100,000とおく（任意の値でよく，平均自立期間の算定結果に影響しない）。

を 65 と から下式で求める。

＋ ＝ ・（１－ ）

を ， ， から下式で求める。

＝ ・ ・｛（１－ ）＋ ・ ｝ （ ＜ のとき） （式１）

＝ /

③平均自立期間の計算の準備

，π，ξ の分散推定量を下式で与える。ここで，Σは ＜ の和を表す。

｛ ｝＝
２（１－ ） （ ＜ のとき）， ｛ ｝＝０

｛π｝＝π（１－π）

｛ξ｝＝Σ
２｛（１－ ）（１－π）＋ξ＋ ｝２ ｛ ｝

２ ＋ Σ
２ ｛π｝＋ ２ ｛π｝

２

（ ＜ のとき）

｛ξ｝＝（１－π）
２（１－ ）/ ２

＋ ｛π｝
２

④平均自立期間の計算

ξ とその近似的な95％信頼区間を下式で与える。ここで，Σは の和を表す。

ξ＝｛Σ ・（１－π）｝/

ξ±1.96・ ｛ξ｝
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似的な95％信頼区間を与える2)。この算定法に
おいて，要介護割合を０とおくと平均余命が，
また，要介護割合を（１－要介護割合）に置き
換えると平均要介護期間が計算できる。

１）

； ： -

２）

３）橋本修二，宮下光令，辻一郎．健康余命の算定方

法の比較－ 法， 法と 法－．

厚生の指標 1999；46(４)：12-6．

４）宮下光令，橋本修二，尾島俊之，他．高齢者にお

ける要介護者割合と平均自立期間－既存統計に基

づく都道府県別推計－．厚生の指標 1999；46(５)

：25-9．

５）加藤昌弘，川戸美由紀，橋本修二，他．保健医療

福祉統計に基づく高齢者の平均自立期間の推移．
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